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はじめに 
 

このマニュアルが参考とする内閣府で策定されたガイドラインは、大災害の度に、その教訓等を

踏まえて改定されており、当市が避難情報の判断及び伝達を本マニュアルによって運用するに際し

ては、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）が制定されて以降、今日に至るまでの、ガイドライ

ンの改定の経過を理解しておくことは重要である。 

避難情報は、災害対策基本法の定めに基づき、日本各地で発生する災害時に居住者、滞在者その

他の者の適切な避難を促すために市町村長により発令されてきた。 

内閣府では、平成16年の一連の水害・土砂災害等を教訓として、平成17年にガイドラインを策定

され、その名称を「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン」とされた。 

平成26年には、土砂災害警戒情報等の新たな制度や、東日本大震災をはじめとする災害の教訓等

を踏まえ、平成27年には、前年に広島市で発生した多数の死者を出す甚大な土砂災害の教訓等を踏

まえ、改定が行われた。また、平成29年には、平成27年９月の関東・東北豪雨災害や平成28年台風

第10号による高齢者施設の被災等を踏まえ、改定が行われ、この際、名称は「避難勧告等に関する

ガイドライン」と変更された。 

平成30年７月豪雨では、「大雨特別警報」が11府県に発表される記録的な大雨により、岡山県・

広島県・愛媛県を中心に河川の氾濫、土砂災害等が多数発生し、死者・行方不明者が200名を超え、

昭和58年８月豪雨以来死者数が初めて100 名を超える大惨事となった。この未曾有の豪雨災害の教

訓等を踏まえ、平成31年３月には、居住者、滞在者その他の者が災害時にとるべき避難行動が直感

的にわかるように避難情報等を５段階の警戒レベルに整理し、わかりやすく情報提供できるように、

改定が行われた。 

令和元年台風第19号（令和元年東日本台風）では、１都12県309市区町村に「大雨特別警報」が発

表され、同時多発的かつ広範囲に甚大な被害が発生したが、避難をしなかった、避難が遅れたこと

による被災や、豪雨・浸水時の屋外移動中の被災、また高齢者等の被災が多く、いまだ住民の「自

らの命は自らが守る」意識が十分であるとは言えず、また、警戒レベルの運用により避難情報等は

分かりやすくなったという意見がある一方で、避難勧告で避難しない人が多い中で、「警戒レベル

４」の中に「避難勧告」と「避難指示（緊急）」の両方が位置づけられわかりにくいとの課題も顕

在化した。このことから、令和３年に災害対策基本法が改正され、「警戒レベル４」の「避難勧告」

と「避難指示」については「避難指示」に一本化され、これまでの「避難勧告」のタイミングで「避

難指示」を発令することとするとともに、「警戒レベル５」を「緊急安全確保」とし、災害が発生・
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切迫し指定緊急避難場所等への「立退き避難」がかえって危険であると考えられる場合に直ちに安

全確保を促すことができることとするなど、避難情報が改善された。この法改正を踏まえ、ガイド

ラインの名称は見直され、「避難情報に関するガイドライン」として改定された。 

 当市では、「香美市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を平成26年10月に策定、平成29年７月

に改定し、避難情報の判断及び伝達をしてきたが、平成31年３月のガイドラインの改定（５段階の

警戒レベルでの運用）には対応しておらず、高度又は臨機応変に運用できる状態ではなかったこと

から、災害対策基本法の令和３年５月改正までの経過を踏まえ、抜本的に見直し、令和３年６月に

改定するとともに、名称を「香美市避難情報の判断・伝達マニュアル」と改めた。 

その後、このマニュアルは、令和３年12月、令和４年２月及び３月には、軽微な見直しによる改

定を行い、令和４年６月には、令和４年６月30日からのキキクル（危険度分布）の「黒」の新設、

及び「うす紫」と「濃い紫」の統合による運用開始に伴い、避難情報の発令基準を見直し、改定を

行った。 

このマニュアルが警戒レベルでの運用に対応した以降、当市の避難情報の判断及び伝達に関する

業務は大幅に改善が図られたが、発令対象区域を区域図の存在しない行政区で設定しているため、

当該区域の範囲が不明確であるという問題を抱えていた。このことから、令和５年９月の改定にお

いては、令和元年以降の避難情報の発令状況を踏まえて発令対象区域の在り方から再考するととも

に、発令対象区域図の作図を行った。 

  

（注） このマニュアルは、内閣府が公表された「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５

月 内閣府（防災担当））、「避難情報に関するガイドライン（別冊資料）」及び「新たな避

難情報等について～「避難情報に関するガイドライン」の説明資料～」（内閣府（防災担当））

に記載されている内容を引用し、できる限り理解しやすいように構成した。   
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１ 避難情報の発令及び解除 
１.１ 避難情報の発令 
  市長は、その時の状況に応じた居住者等がとるべき行動を促すために、「警戒レベル３高齢者

等避難」、「警戒レベル４避難指示」又は「警戒レベル５緊急安全確保」を発令する。 
■ 避難情報等の一覧表 

 
≪出典≫ 「避難情報に関するガイドライン」（令和３年５月 内閣府（防災担当）） 
発令する際には、次に掲げる事項に留意する。 

避難情報の発令の際に留意すべき事項 

○ いざというときに躊躇なく避難情報を発令できるように避難情報の発令基準及び発令対象区域をあらかじめ設定し、これを参考

に発令を検討すること。 

○ いわゆる「空振り」の事態をおそれずに避難情報を発令できるようにすること。 

○ 「警戒レベル３高齢者等避難」及び「警戒レベル４避難指示」の発令後に高齢者等や居住者等が災害発生前に指定緊急避難場所

等へ立退き避難することができるよう、立退き避難する人のリードタイムを踏まえたタイミングで避難情報を発令すること。 

○ 事態が急変し、災害が切迫した場合には、必ずしも「警戒レベル３高齢者等避難」、「警戒レベル４避難指示」、「警戒レベル５緊

急安全確保」の順に発令する必要はなく、段階を踏まずに状況に応じて適切な発令をすべきであること。 

○ 過度に高頻度な避難情報の発令は、情報の軽視につながることも懸念されること。  

○ たとえ指定緊急避難場所が未開放であったとしても、また、夜間・未明であったとしても、適切なタイミングで避難情報を発令

すべきであること。 

○ 想定していない事態が発生した場合であっても、居住者等の身の安全の確保を最優先に考えた最善の情報提供を行うよう努める
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べきであること。 

○ 自然現象を対象とするため、あらかじめ定めた発令基準及び発令対象区域に捉われることなく、早めに避難情報を発令するなど

臨機応変な対応が求められること。 

※ 例えば、前線や台風等による大雨や暴風により避難行動が困難になるおそれが予見される場合や、浸水や崖崩れ等に伴い避難

経路となる道路が通行止めになるおそれが予見される場合等には、発令対象区域の社会経済活動等の特徴も踏まえつつ、早めの

判断を行う必要がある。特に、夜間や暴風時の立退き避難は危険を伴うため、夜間に災害の状況が悪化する見込みがある場合は

まだ日が明るいうちから避難情報を発令したり、暴風が吹き始める前に立退き避難が完了するように暴風警報が発表され次第

避難情報を発令する等、居住者等が安全に立退き避難をできるよう早めに避難情報を発令することが重要である。 

○ 防災気象情報等の様々 な予測情報や現地の情報等を有効に活用し、適時的確な避難情報の発令について検討すること。 

○ 避難情報を発令した後に、他の発令基準や異なる種別の災害における発令基準に該当した場合でも、同一の発令対象区域に対し

ては、同じ警戒レベルの避難情報を再度発令してはならないこと。 

※ 例えば、災害切迫時に既に「警戒レベル５緊急安全確保」を発令済みである場合は、災害発生を確認した場合や、異なる災害

種別の複数の災害が切迫した場合でも、直ちに身の安全を確保するよう既に求めているため、同一の居住者等に対し「警戒レベ

ル５緊急安全確保」を再度発令することがないよう注意する必要がある。なお、このような場合には、とり得る行動等を可能な

限り居住者等に伝達することに注力すること。 

１.２ 避難情報の解除 
市長は、その時の状況に応じて、「警戒レベル３高齢者等避難」、「警戒レベル４避難指示」又は

「警戒レベル５緊急安全確保」を解除する。 
解除する際には、次に掲げる事項に留意する。 

避難情報の解除の際に留意すべき事項 

○ その時の状況に応じて、避難情報を解除することができるように、あらかじめ設定した避難情報の解除基準を参照して解除を検

討すること。 

○ 避難の必要がなくなったときは、直ちに、多様な手段を活用し、避難している住民が十分に把握できる方法でその旨を公表・周

知すること。 

※ 避難の必要がなくなったときは、災害対策基本法第60条第５項の定めにより、直ちに、その旨を公示し、都道府県知事に速

やかにその旨を報告する必要がある。 

○ 避難情報の解除の基本は、災害の切迫度が低下し、災害が発生するおそれがなくなった場合には、いずれの避難情報を発令して

いたとしても、段階的にその避難情報を下げるのではなく、避難情報を一度に完全に解除すること。 

○ 解除する際には、居住者等に対し、どの情報が継続して出ていて、どの情報が解除されたのか、あるいは全ての情報が解除され
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たのか等を明確にして伝達すること。 

○ 避難情報の解除の判断は容易ではないことから、避難情報を解除する際には、必要に応じて、今後の水位や土砂災害の見込み等

について、国・都道府県に技術的な助言を求めた上で解除の判断をすること。 

※ 例えば、災害が発生した後等において、立退き避難を継続的に求める必要があると認められる地域（例えば、引き続き土砂災

害発生のおそれが認められるため家屋に戻るべきではない等の地域。）においては、「警戒レベル５緊急安全確保」の解除後に、必

要に応じ、警戒レベル４避難指示を発令すること等が考えられる。 

１.３ 避難情報に関する助言 
市長は、避難情報の発令又は解除をしようとするときは、必要に応じて、国や県に対して、

そのタイミング、今後の水位や降雨の見通し、災害発生のおそれ等について、助言を求める。 
これらの者は、リアルタイムのデータを保有しており、地域における各種災害の専門的知見

を有していることから、状況に応じて、河川堤防の状況や今後の水位や降雨の見通し、災害に

より危険が生じることが予想される区域、「警戒レベル４避難指示」の発令のタイミング等につ

いて、助言を求めることは有効である。 
また、これらの機関からは、市長からの求めの有無にかかわらず、必要に応じてその専門的

知見から能動的な情報提供がなされる場合があるので、これも判断の参考にする必要がある。  
２ 発令対象区域 
２.１ 洪水に関する避難情報の発令対象区域 
河川の氾濫やため池の決壊等が発生し、又は発生するおそれがある地域を洪水に関する避難情

報の発令対象区域とし、別表１を参考とする。 
２.２ 土砂災害に関する避難情報の発令対象区域 
土砂災害が発生し、又は発生するおそれがある地域を土砂災害に関する避難情報の発令対象区

域とし、別表１を参考とする。  
３ 避難情報の発令基準 
３.１ 洪水に関する避難情報の発令基準 
河川の氾濫が発生し、又は発生するおそれがある場合に発令する洪水に関する避難情報の発令

基準は、別表２のとおりとする。 
３.２ 土砂災害に関する避難情報の発令基準 
土砂災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に発令する土砂災害に関する避難情報の発



6  

令基準は、別表２のとおりとする。  
４ 避難情報の解除基準 
４.１ 洪水に関する避難情報の解除基準 
発令をした洪水に関する避難情報の解除は、河川の氾濫が発生するおそれがなくなった段階を

基本とし、その解除基準は、別表３のとおりとする。 
４.２ 土砂災害に関する避難情報の解除基準 
発令をした土砂災害に関する避難情報の解除は、土砂災害が発生するおそれがなくなった段階

を基本とし、その解除基準は、別表３のとおりとする。 
 

５ 情報の伝達文例 
 避難情報の発令は、対象者がとるべき避難行動を理解できるよう、どのような災害が、どの地域

に発生するおそれがあるのか、どのような避難行動をとるべきか等を具体的に伝える必要があるこ

とから、災害種別や災害の切迫度を踏まえた別表４に掲げる伝達文例を参考に伝達文を作成した上

で、伝達を行う。 
 

６ 警戒区域の設定 
市長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対

する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、ロープや標示板等に

より当該区域を明示する。 
避難指示の発令と警戒区域の設定との違いに留意する。 
■ 避難指示の発令と警戒区域の設定の差異 

 避難指示の発令 警戒区域の設定 

根拠規定 災害対策基本法第60条 災害対策基本法第63条 

目的 対人的にとらえ、避難指示を受ける者の保護を目的とす

る。 

地域的にとらえ、立入制限、禁止、退去命令により、その

地域の居住者等の保護を図る。 

要件 災害が急迫している場合 災害がより急迫している場合 

罰則 なし 罰金又は拘留 

≪出典≫「逐条開設災害対策基本法」（防災行政研究会）※編集を加えた。  
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７ 土砂災害緊急情報とその取扱い 
大規模な土砂災害が急迫している状況において、適切に「警戒レベル４避難指示」の判断を行え

るように、特に高度な技術を要する土砂災害については国土交通省により、その他の土砂災害につ

いては県により緊急調査が行われる。その結果、重大な土砂災害の急迫した危険があると認めると

き、又は当該土砂災害が想定される土地の区域若しくは時期が明らかに変化したと認めるときは、

市長に対して、被害の想定される区域及び時期に関する情報（土砂災害緊急情報）が通知される。 
この通知があった場合には、この通知を基に、「警戒レベル４避難指示」の発令及びその発令対象

区域を検討する。   
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別表１ 避難情報の発令対象区域 
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別表２ 避難情報の発令基準 
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別表３ 避難情報の解除基準 
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別表４ 避難情報の伝達文例 
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